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ベトナムの観光業の状況及び観光宿泊施設への投資規制の概要 
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本ニュースレターは東京共同会計事務所の 2023 年 3 月 23 日付け Vietnam Newsletter

に寄稿したものです（https://www.tkao.com/news/newsletter-2023-1/）。 
  
1. はじめに 

 

ベトナムはハロン湾、古都ホイアンといった多数の世界遺産を有する国であり、毎年多数の外

国人がベトナムを訪れており、近年日本からの旅行先としても注目されています。そこで、本稿で

は、ベトナムでの観光業の状況を取り上げた上で、観光業は広い概念であることから、このうち一

例として簡単にホテル等の観光宿泊施設への投資規制について、紙面の許す限り、その概要を取

り上げます。 

 

 

 

 

 

U & I  N E W S L E T T E R 

 

 

１． はじめに 

２． ベトナムの観光業の状況 

３． 観光宿泊施設への投資 

４． 終わりに 

弁護士法人  瓜生･糸賀法律事務所 
URYU & ITOGA https://uryuitoga.com  
東 京 事 務 所 〒107-6036  東京都港区赤坂 1 丁目 12 番 32 号 
        アーク森ビル 36 階  
TOKYO OFFICE    Ark Mori Bldg. 36F 12-32, Akasaka 1-chome 
                   Minato-ku, Tokyo 107-6036, JAPAN 
                   TEL：03-5575-8400  FAX：03-5575-0800 

https://www.tkao.com/news/newsletter-2023-1/


 

当事務所は、本書において法的助言を提供するものではありません。個別の案件については案件ごとの具体的な状況に応

じ、弁護士その他の専門家にご相談いただきますようお願い申し上げます。 

©URYU ＆ ITOGA 202３ 

2 

 

2. ベトナムの観光業の状況 

 

(1) 外国人訪問者数 

観光総局 1が公表しているここ数年の外国人訪問者数は具体的には以下のとおりであり

（2021 年の人数は公表されていません。）、2020 年の Covid-19 の流行により外国人訪問

者数は激減したものの、2023 年 2 月末時点で 1,804,131 名の外国人がベトナムを訪れて

おり（1 月は 871,162 名、2 月は 932,969 名）2、単純にこの数字を 6 倍して 1 年分にする

と 6,468,976 名となり、2022 年の訪問者数の約 2.4 倍となるため、外国人訪問者数は回

復傾向にあるものと考えられます。 

 
 

2018 年 2019 年 2020 年 2022 年 
2023 年 

（2 月末時点） 

合計 15,497,791 18,008,591 3,686,779 2,706,661 1,804,131 

日本からの

訪問者数 
826.674 951.962 200.346 128.764 70.514 

 

(2) 観光宿泊施設数等 

本稿時点で最新のベトナム観光総局の年次報告書である「2019 年ベトナム観光アニュアル

レポート 3」によると、2015 年から 2019 年までのホテルなどの観光宿泊施設数及び部屋数

は以下のとおりとなっています。また、世界の主要な業界、市場調査や消費者動向に関するデ

ータや統計を提供する世界最大級のプラットフォームである Statista の 2021 年までの統計

上 4も増加傾向にあることからすると、観光宿泊施設数等についても年々成長しているものと

考えられます。 

 

 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 

観光宿泊施設数 19,000 21,000 25,600 28,000 30,000 

部屋数 370,000 420,000 508,000 550,000 650,000 

 

なお、2018 年 11 月 30 日付のニュース記事 5によると、ビングループ（Vingroup）、サン

グループ（Sun Group）などがダナン、ニャチャン、フーコックといった観光地に建設等している

高級リゾートプロジェクトの存在が観光宿泊施設数の増加に貢献しているようです。また、同記

事によると、ホテルなどの観光宿泊施設に関する外資系投資プロジェクト数は、2010 年の 30

件から 2017 年までに 79 件に増加した旨記載されており、2020 年の Covid-19 の流行に

より状況の変化はあるかもしれませんが、外資企業による観光宿泊施設の建設等も一定数は

行われているものと考えられます。 

 

 

 

 
1 https://vietnamtourism.gov.vn/ 
2 https://vietnamtourism.gov.vn/statistic/international 
3https://images.vietnamtourism.gov.vn/vn//dmdocuments/2021/bao_cao_thuong_

nien_2019_final.pdf 
4 https://www.statista.com/statistics/1083277/vietnam-number-of-tourist-

accommodations/ 
5 https://vnexpress.net/nhung-nguon-von-khung-do-vao-du-lich-viet-nam-

3846528.html 

https://vietnamtourism.gov.vn/
https://vietnamtourism.gov.vn/statistic/international
https://images.vietnamtourism.gov.vn/vn/dmdocuments/2021/bao_cao_thuong_nien_2019_final.pdf
https://images.vietnamtourism.gov.vn/vn/dmdocuments/2021/bao_cao_thuong_nien_2019_final.pdf
https://www.statista.com/statistics/1083277/vietnam-number-of-tourist-accommodations/
https://www.statista.com/statistics/1083277/vietnam-number-of-tourist-accommodations/
https://vnexpress.net/nhung-nguon-von-khung-do-vao-du-lich-viet-nam-3846528.html
https://vnexpress.net/nhung-nguon-von-khung-do-vao-du-lich-viet-nam-3846528.html
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3. 観光宿泊施設への投資 

 

観光宿泊施設 6の経営などを含む宿泊サービス経営について、WTO コミットメント（ベトナム

の WTO 加盟文書（WT/L/662）のサービス分野に関する別紙

（WT/ACC/VNM/48/Add.2））は、外資 100%の事業体の設立を認めています（CPC 

64110）。他方、国内法上、宿泊サービス経営は外国投資家に対する市場アクセス禁止分野、業

種には該当しないものの（Decree No. 31/2021/ND-CP（その後の修正補充含む。）付録

I.A 参照）、外国投資家に対する条件付き市場アクセス分野、業種のうち観光サービス（同付録

I.B.24）に該当する可能性がありますが、観光法（Law No.09/2017/QH14）及び関連法令

上、宿泊サービス経営に関して外資比率を規定したものはないため、外資 100%の事業体で観

光宿泊施設を経営することはやはり可能と考えられます。 

そして、投資法（Law No.61/2020/QH14（その後の修正補充含む。））上、宿泊サービス経

営は条件付き経営投資分野、業種（内資、外資を問わず当該サービス経営を実施するに当たって

一定の条件が設けられている分野、業種）となっており（投資法付録 IV.200 番）、外資内資を問

わず、観光宿泊施設を経営するためには例えば以下のような条件を充足する必要があります（観

光法第 49 条第 1 項。なお、以下は一例であり、規模に応じて環境保護法上の各種手続等が必

要になること等にはご留意ください。）。 

 

a) 法令の規定に従って経営登録していること 

※外資企業は企業登録証明書（ERC）のほかに、少なくとも投資登録証明書（IRC）を取

得する必要があります。 

b) 法律の規定に従って安全・秩序、火災・消火安全、環境保護、食品安全に関する条件を

満たすこと 

c) 観光客に提供するための技術設備及びサービスに関する最低条件を満たすこと 

※観光宿泊施設の種類と規模により最低条件は異なるものの、例えばホテルについては、

寝室が 10 室以上あること、フロントがあること等の条件を充足する必要があります

（Decree No.168/2017/ND-CP（その後の修正補充含む。）第 22 条参照）。 

 

4. 終わりに 

 

上記のとおり、2020 年の Covid-19 の流行後、ベトナムの観光業には一定の影響があった

ものの、現在は回復傾向にあり、今後さらに発展することが予想されます。そして、ベトナムで観

光宿泊施設を経営するに当たっては、具体的な事情のみならず、今後の法改正等により、本稿で

明記した以外の手続きも必要になる可能性があるため、最新の法令状況についても引き続き注

視することが望ましいものと思われます。 

 

本ニュースレターに関するお問合わせは、下記までご連絡ください。 

（https://uryuitoga.com/form） 

以上 

 
6 ホテル、観光用別荘、観光用アパートなど、観光客の宿泊ニーズに応えるサービスを提供する場所を

いいます（観光法（Law No.09/2017/QH14）第 3 条第 12 号、第 48 条）。 

https://uryuitoga.com/form
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